








Policy on Extending Compulsory Education in Canada: 





This paper focuses on New Brunswick, Ontario and Manitoba out of the 10 provinces and three 
territories of Canada, which have already extended the upper age of compulsory education to 18 
years of age, and traces the development of policies on extending compulsory education in each of 
the provinces, giving a description of the background of the policies. The aim through this research 
is to make suggestions for Japan’s education system reform debate. 
One feature of the policy on extending compulsory education in the three Canadian provinces is 
that it was submitted and developed on the premise that it would be implemented in conjunction 
with various other policies to improve high school education as a whole. Since the goal was to 
achieve the growth and success of individual students, which is the objective of high school educa-
tion itself, other measures were discussed by the same people at the same time on monitoring each 
individual student’s skills acquisition and development, providing each student with necessary sup-
port, and defining the role of the parents or guardians. 
Manitoba is attempting to control truancy by imposing penalties, but the other two provinces are 
more interested in the effects that have been derived to promote academic improvement by making 
high school education compulsory than controlling the truants.  
In Japan, the Central Council for Education and others have had various discussions with regard 
to extending the compulsory education period mainly from the perspective of “the benefits of exten-
sion”, “necessity and needs for change” and “financial costs”.  In the future, as suggested from the 
case of Canada, in terms of getting to the heart of the policy debate, the discussions on the objective 
of the policy of extending the school leaving age need to clearly concentrate on the goal of enrich-
ment of the individual students’ learning quality and also need to be treated in an integrated manner 
together with the learning content and activities needed to raise the competencies of the students. 
This is a study which requires further investigation in the future. 
 
  
                                                     





マニトバ州（Manitoba）の 3 州を取り上げる。 
カナダは 10 の州（province）と 3 の準州（territory）からなる連邦国家で、イギリス連邦の加盟国




1999 年にニューブランズウィック州、2006 年にオンタリオ州、2011 年にマニトバ州の各州で 18 歳










ニューブランズウィック州は、カナダ東部に位置する人口 75 万人強（2011 年）の州である。そ
れ以前の教育省（Department of Education）から 2010 年に改組された教育・保育省（The Department 
of Education and Early Childhood Development）が州教育行政を管轄する。州内全域は、英語圏の学区
（school district）としては四つに、フランス語圏の学区としては三つに分けられる。７学区それぞ




学校体系は、幼稚園の上に、初等学校（Elementary School; 1 年生～5 年生）中学校（Middle School ;6 
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することが政策課題に据えられた。 
18 歳までの義務教育年限延長の政策は、1997 年 2 月 28 日の州議会議決による改正教育法
（Education Act, 1997）において法制化された 3)。この法改正において、後に詳しく見るように 5 歳
から 18 歳までの就学が義務とされ、1999 年 7 月から実施することが決定された。 
教育法第 15 条「Compulsory attendance」では「就学義務」が規定され、第 1 項に以下のように定
められ、下線部は、2000 年の修正時に挿入されている文言である 4)。 
第 16 条の除外規定に定める場合を除いて、子供は本条第 2 項の諸条件によって 学区教育長が
第 11 条で指定する学校に、 
(a) 始期を、その子供が５歳となる最初の 12 月 31 日を含む学年の始業日として、 
(b) 終期を、その子供が高校を卒業するか 18 歳となるまでとして、 
就学することが求められる。 
第 2 項では、以下のようにある。 





えるが、義務が果たされなかった場合の規定は、教育法第 15 条の第 7 項と第 8 項に見える。すなわ
ち、第 7 項では、法の定める免除・除外規定によらずに、義務を果たさない両親・保護者には「違
反訴追法」（Provincial Offences Procedure Act）の規定に基づく罰則が適用される。ただし、第 8 項に






員会」（The School-leaving Age Task Force。以下「専門委員会」と称する）で調査と審議が行われ、




















⑥教育省による「高校卒業までの職業教育の在り方」（1997 年 12 月、Vocational Education in the 






















ば、「教育改革助成事業」（Innovation in Education grant program）では、学校・教員単位で、優良事
例を選定して賞与という名目の助成金を支給する。一件 1,000 ドルから 2,500 ドルの助成で、2000
年度には州内 26 教員が支給を受けた 7)。 
また、「良質な学習」計画（A Quality Learning Agenda）では、2003 年からの 4 年間で 500 人の教
員を増員するために 2,160 万ドルの予算を計上した。これによって、テスト成績、高校卒業率、中
等後教育への進学の諸項目で、カナダ国内トップ 3 の座を維持することを目標とするという。更に、














教育省委託研究によれば、第７学年から第 12 学年の「落ちこぼれ率（dropout rate）」は、他州に比
べて低いが、1993 年度の 3.8 パーセントから 2002 年度には更に 1 ポイント下がって 2.8 パーセント
にまで下がったという。ことに同じ学年の「落ちこぼれ率」が特に高い先住民居住地域では、2000








オレオポロスの研究から引用した二つの表が、図表 1 と図表 2 である。元の図は、カナダの最東
部の４州の 17 歳（図表 1）と 18 歳（図表 2）の全日制学校への就学率を 1995 年から 2004 年までの
10 年間について見たものである。データはカナダの「労働力調査」の月間データを年別にまとめた
もので、実線がニューブランズウィック州、破線がノヴァスコシア州、プリンスエドワードアイラ
ンド州、ニューファンドランド・ラブラドール州の 3 州の合計だという。3 州はいずれも義務教育













図表１ 東部４州における 17歳男女の全日制学校就学状況（％） 
 
図表２ 東部４州における 18歳男女の全日制学校就学状況（％） 
カナダの義務教育年限延長政策－現況と政策的背景－ 
 7  
２．オンタリオ州における義務教育年限延長政策の経過 
⑴ 教育行政システムの概要 
カナダの総人口の約 1/3 を占めるオンタリオ州（州都・トロント、人口約 1350 万人＝2012 年）
には、州の教育行政組織として教育省（Ministry of Education）があり、教育大臣は首相が州議会議
員の中から選んで州総督が任命を行う。 
学校行政については、州内に 72 の教育委員会（School Board）が設置されている 11）。カナダでは
連邦の憲法の規定によって、州政府は自州内に地方団体（local government）を設置する権限がある。




オンタリオ州の 72 の教育委員会には、二つの言語（英語・仏語）× 二つの宗教（公立・カトリ
ック系）＝ により 4 系統（English public, English Catholic, French public and French Catholic）の学制
がある。 
学校の教育課程の体系としては、1990 年修正法 E2 章「教育法」（以下「教育法」と称する 13））
では 4 歳から 18 歳までの学年が四つに区分された「division」をなしている。最初の区分が、ジュ
ニア・キンダーガルテン（4 歳児）、キンダーガルテン（5 歳児）、第 1～3 学年を含む「プライマリ
ー」（primary division）、次が第 4～6 学年の「ジュニア」（junior division）、三つ目が第 7～10 学年の
「インターミディエイト」（intermediate division）、そして四つ目の区分が第 11 学年以上（上限は定
めがない）の「シニア」（senior division）の課程である。学校系統では、第 10 学年までの課程なら
ば小学校（elementary school）と称することができるが、一般的には小学校が 8 年間、中等学校





や「18 歳までの学び」（Learning to Eighteen: L18）戦略（Strategy）に従った中等学校教育の段階的
充実の一環として実現された。その根底にある考えは、「全ての生徒の学習の成就という至上命題の
下支え」（sustain the mandate of success for all students）という方向性であり、それに向けたきめ細か
な教育への人員・資源配置が計画された 14)。 
義務就学年限は 2006 年の「教育法」改正（Education Amendment Act）により、16 歳から延長さ
れて、原則として 6 歳から 18 歳までの間は日々就学するべきこととされた。すなわち、同法の第 5
条 1 項の修正によって「義務出席」（Compulsory attendance）として、特に規定された除外対象者以
外には、一般に次の条文のように出席の義務が生じた 15) 。 
5.1(a) ある年の 9 月の最初の登校日以前に 6 歳に達する全ての者は、その日から 18 歳に達する
まで、毎登校日について、小学校又は中等学校に出席しなくてはならない。 
5.1(b) ある年の 9 月の最初の登校日よりも後に 6 歳に達する全ての者は、その翌年の 9 月の最








事情・学位取得などの理由とともに、「家庭その他の場所での十分な学習（satisfactory instruction at 
home or elsewhere）」なども免除理由になっている。 
義務教育となったにも関わらず、正当な理由なく就学しない場合は、罰則がある。教育法第７条
第 1 項には、 









して 1 億 1400 ドルが投入され、第 9－10 学年の数学カリキュラム改訂や、学校独自の必修授業の新
設、各教委における Student Success Leader の任命が行われた 17）。 
2005 年 5 月からの「第二段階」（Phase Two）では 1 億 5800 ドルの追加投入が行われ、全ての中
等学校に Student Success Teacher が配置され、個別学校での重点取組と言える Lighthouse projects 
（2004 年秋開始）に資源が投下された。 
2005 年 12 月からの「第三段階」（Phase Three）では、「Learning to Eighteen」の立法化（法案 52）、
政策継続と教職員研修の強化、上級の専門職としての「Specialist High Skills Majors (SHSM)」の設置、
第 8－9 学年の取組の強化、辺境地区での取組強化などが行われた。「スチューデント・サクセス」
全体としては、取り組み開始当初から 5 つの重要目標（key goals）が立てられている。それらは、 
1. 卒業率を上げて、中途退学率を下げる; 





終評価報告書が出る 2008 年を一つの区切りとして考えることができる。州教育省としては、上の 5
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⑷ 年限延長政策の実績と評価 
オンタリオ州の義務教育年限延長を含めた教育政策に対する評価研究には、2008 年に報告された
チャールズ・アンガライダーによる Evaluation of the Ontario Ministry of Education's. Student Success / 
Learning to 18 Strategy. Final Report.がある。実績として、まず、高校卒業率の変化をみてみると、2003















マニトバ州は、オンタリオ州の西隣、カナダ中央部に位置する人口約 120 万人（2011 年）の州で
ある。教育省（Ministry of Education, Citizenship and Youth）が州教育行政を管轄する。州内全域は、
37 の学区（school division/district）に分けられ、それぞれに教育委員会（school board）が置かれる。 
学校体系は、教育課程としては幼稚園（Kindergarten）の上に 1 年生～4 年生の「低学年」（Early 
Years；５歳～10 歳）、5 年生～8 年生の「中学年」（Middle Years；10 歳～14 歳）、9 年生～12 年生の
「高学年」（Senior Years；14 歳～18 歳）の各課程があるが、学校組織としてはおおむね 8－4 制で
ある。このうち、幼稚園は義務ではなく、第 1 学年から高学年卒業（高校卒業）までが義務（compulsory 










2011 年の第 39 州議会において、法案第 13 号として審議され、6 月 16 日に「生徒に成功の準備を




「公立学校教育法」の法文上、1.1 条において、「義務就学年齢」（compulsory school age）の規定





9 年生～12 年生の高校の課程において、30 単位以上の取得によって「マニトバ高校卒業資格」
（Manitoba high school diploma）を取得することを基本とする。知的に障害がある等、子供によって
は「修了証書」（Certificate of Completion）に代えることができる 24）。 
 
 ３）就学義務規定及び違反の場合の罰則 



































質な学習」計画（A Quality Learning Agenda）の開始に際して、2003 年 4 月 23 日に行った演説では、
学習面での子供たちの成功が、州経済の 10 年計画である「ニューブランズウィック繁栄計画」
































（Cooperative Education）、「二重単位制度」（Dual Credit Programs）、「オンタリオ若者修業制度」（Ontario 















の区別があるが、保護者の教育義務以上に 16 歳以上では本人の責任に帰する発想も見えた。 
義務就学をさせる形でも、ホームスクールなどのオルタナティブな教育機会を始め、職業訓練や
職業体験などの規定の上でのバリエーションは後発のオンタリオ・マニトバ 2 州のほうが多彩であ














































1 ）ニューブランズウィック州「教育法」（1997 年制定、2004 年改訂～CHAPTER E-1.12 Education Act）。
http://laws.gnb.ca/en/ShowPdf/cs/E-1.12.pdf .［2016 年３月 14 日アクセス］ 
2 ）Department of Education (December 1997), Life After School: A Follow-Up Study of Students Leaving the NB Public School 
System Without Obtaining a High School Diploma. 
3 ）ニューブランズウィック州議会（1997）、Journal No. 38、によれば、1997.2.26.に賛成多数で Bill 77 Education Act
が専門委員会から全院委員会に送付され、同 Journal No. 40 –では同年 2. 28 に全院委員会での修正が完了した。 
 https://www.gnb.ca/legis/business/pastsessions/53/53-2/journals-e/970226-e.asp .［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
4 ）法令原文は注１に同じ。修正箇所は、ニューブランズウィック州「教育法」修正（BILL 13, An Act to Amend the 
Education Act, c.52, s.3）参照。2000。https://www.gnb.ca/legis/business/pastsessions/54/54-3/status-e/bills/013-e.asp 及び、
https://www.gnb.ca/legis/business/pastsessions/54/54-3/journals-e/001130-e.asp.［いずれも、2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
5 ）前掲、ニューブランズウィック州「教育法」。 
6 ）ニューブランズウィック州・修了年限タスクフォース（School leaving Age Task Force）（1998）．High School 
Graduation: The New School Leaving Age: Findings and Recommendations of The School-leaving age Task Force, pp.3,16,17.  
 14 
http://www2.gnb.ca/content/dam/gnb/Departments/ed/pdf/K12/HighSchoolGraduationTheNewSchoolLeavingAge.pdf［2016
年 3 月 14 日アクセス］ 
7 ）ニューブランズウィック州教育省ウェブサイト ‟Innovation Awards / Anglophone teachers (00/05/30)”、
http://www.gnb.ca/cnb/news/edu/2000e0446ed.htm .［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
8 ）同上”Quality Learning Agenda Ten-year vision to strengthen N.B.'s education system (03/04/23), 
http://www.gnb.ca/cnb/news/edu/2003e0414ed.htm .［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
9 ）Province of New Brunswick(2005), Believing in Achieving – 2005: A progress report on the targets of the Quality Learning 
Agenda. http://nb.cpf.ca/wp-content/blogs.dir/1/files/Believing-in-Achieving-2005.pdf .［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
10）Philip Oreopoulos (2005), Stay in School: New Lessons on the Benefits of Raising the Legal School-Leaving Age, C.D. 




 http://www.clair.or.jp/j/forum/c_report/pdf/227.pdf .［2016 年 3 月 14 日アクセス］、Joseph Robert Lyons(2014), Structural 
Variation and Local Service Delivery; Comparing Municipal Governments and Special Purpose Bodies, Submitted to The 
University of Western Ontario. 博士予備論文。未刊。http://ir.lib.uwo.ca/etd/1905/.［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
13）「教育法」（Education Act）、R.S.O. 1990, CHAPTER E.2.  
14）Charles Ungerleider, (2007), Evaluation of the Ontario Ministry of Education’s Student Success / Learning to 18 Strategy 
Stage 1 Report.  
https://www.researchgate.net/publication/268326587_Evaluation_of_the_Ontario_Ministry_of_Education's_Student_Sucess
Learning_to_18_Strategy_Stage_1_Report . ［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
15）「修正教育法」Education Amendment Act (Learning to Age 18), S.O. 2006 Chapter 28. 
https://www.ontario.ca/laws/statute/s06028 .［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
16）同上、7 条 1 項。ただし、同法につけられた「注釈（Explanatory Note）」では、18 歳以下の生徒の保護者にも罰
則等を準用する規則を制定できる、とある。 
17）George Zegarac, Richard Franz. (2007). Secondary School Reform in Ontario and the Role of Research, Evaluation and 
Indicator Data. www.edu.gov.on.ca/eng/research/ssreform.pdf .［2016 年 3 月 14 日アクセス］Charles Ungerleider, (2008). 
Evaluation of the Ontario Ministry of Education's. Student Success / Learning to 18 Strategy. Final Report. 
 www.edu.gov.on.ca/eng/teachers/studentsuccess/CCL_SSE_Report.pdf .［2016 年 3 月 14 日アクセス］以下、この項の
記述は、すべて Ungerleider (2008) による。 
18）前掲、Ungerleider (2008) による。なお、2006 年以降の高校卒業率をみれば、2014 年度には 4 年間の課程を 5
年間かけて卒業する者も含めれば 84 パーセントの生徒が卒業しており、10 年ほどで 16 ポイント上昇していると
される。The Canadian Press, Apr 01, 2015. 
http://www.cbc.ca/news/canada/toronto/high-school-graduation-rate-on-the-rise-in-ontario-1.3017972 .［2016 年 3 月 14 日
アクセス］ 
19）例えば、OECD (2015), Education Policy Outlook 2015 Making Reforms Happen, OECD Publishing, p.206.［2016 年 3
月 14 日アクセス］ 
20）Keiko Kuji-Shikatani, Mary Jean Gallagher, Richard Franz, Megan Borner, (2016), “Leadership's Role in Building the 
Education Sector's Capacity to Use Evaluative Thinking- The Exapmle of the Ontario Ministry of Education”, Michael 
Quinn Patton、Kate McKegg, Nan Wehipeihana, Developmental Evaluation Exemplars: Principles in Practice, p.254.［2016
カナダの義務教育年限延長政策－現況と政策的背景－ 
 15  
年 3 月 14 日アクセス］ 
21）マニトバ州教育省ウェブサイト。http://www.edu.gov.mb.ca/k12/schools/gts.html［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
22）Nick Martin (2010.Nov.19) School-leaving age set to rise. NDP government plans to make students stay in class until 
they're 18, Winnipeg Free Press. http://www.winnipegfreepress.com/local/school-leaving-age-set-to-rise-109151504.html 
23）マニトバ州議会、(2011)。The Preparing Students for Success Act (Various Acts Amended), S.M. 2011, c. 3. 
https://web2.gov.mb.ca/laws/statutes/2011/c00311e.php#2 .［2016 年 3 月 14 日アクセス］。この節の「公立学校教育法」
からの引用は、これによる。 
24）High School Graduation Requirements Regulation. https://web2.gov.mb.ca/laws/regs/index.php?act=P250 .［2016 年 3 月
14 日アクセス］C.C.S.M. c. P250 による。C.C.S.M.は Continuing Consolidation of the Statutes of Manitoba で、州の法
令集。 
25）“School Administration: Rights and Responsibilities of Parents.” (Legislative Reference: The Public Schools Act, Sections 
58.6–58.8), Minister of Education, Citizenship and Youth. School Partnerships (2005), A Guide for Parents, Schools, and 
Communities. 
26）注 22 に同じ。 
27）州ウェブサイト広報。April 23, 2003 http://www.gnb.ca/cnb/promos/education/speech-e.asp.［2016 年 3 月 14 日アク
セス］ 
28）Olena Hankivsky, (2008), Cost Estimates of Dropping Out of High School,, Canadian Councilon Learning. 
http://research4children.com/data/documents/CostofdroppingoutHighSchoolinCanadaHankivskyFinalReportpdf.pdf 並びに、
オンタリオ州教育省ウェブサイト(2011)、Research in Brief, 
http://www.edu.gov.on.ca/eng/research/RIB_StudentSuccess.pdf ［ともに、2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
29）前掲、High School Graduation: The New School Leaving Age: Findings and Recommendations of The School-leaving age 
Task Force. 教育次官による「緒言」。 
30）同前書、pp.4-5。 
31）オンタリオ州教育省ウェブサイト、Student Success、https://www.edu.gov.on.ca/studentsuccess/ .［2016 年 3 月 14
日アクセス］ 
32）注 23「公立学校教育法」前文。 
33）文科省(2006)「初等中等教育分科会（第 37～44 回）における主な意見」 
 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/07013003/004.htm.［2016 年 3 月 14 日アクセス］ 
